
     

        

２
０
１
４
年
３
月

の
一
般
質
問
で

「
こ
の
先
10
年
の
基
金
・

公
債
費
・
人
件
費
・
職
員

数
」
の
見
通
し
に
つ
い
て

伺
い
ま
し
た
。「
職
員
は

現
在
の
１
６
６
人
か
ら

12
・
6
％
減
の
１
４
５
人
、

人
件
費
は
18
・
7
％
減
を

目
指
し
、
公
債
費
は
平
成

25
年
を
ピ
ー
ク
に
減
少
し
、

新
た
な
起
債
発
行
は
最
小

限
に
と
ど
め
、
年
間
6
億

円
前
後
で
推
移
す
る
」
と

答
弁
さ
れ
ま
し
た
。
職
員

数
は
、
来
年
は
再
任
用
者

１
人
の
退
職
で
新
採
用
が

無
し
で
も
職
員
数
は
1
人

減
に
し
か
な
り
ま
せ
ん
。

職
員
数
削
減
の
取
り
組
み

は
今
後
７
年
間
で
職
員
数

を
ど
う
や
っ
て
、
１
４
５

人
に
さ
れ
る
の
か
具
体
的

に
伺
い
ま
す
。

　

  
再
任
用
職
員
、
臨

時
職
員
と
の
調
整

も
図
り
、
新
規
職
員
の
採

用
の
抑
制
や
只
今
行
財
政

改
革
の
一
環
と
し
て
検
討

を
進
め
て
い
ま
す
が
、
保

育
園
の
統
合
、
業
務
の
民

間
委
託
な
ど
に
よ
り
職
員

削
減
を
図
り
ま
す
。

       

公
債
費
は
年
間
６

億
円
程
度
で
推
移

す
る
と
の
答
弁
で
し
た
が
、

27
年
度
が
６
億
９
千
万

円
・
28
年
度
は
７
億
１
千

万
円
と
25
年
度
を
ピ
ー
ク

に
減
少
せ
ず
増
加
傾
向
に

あ
り
ま
す
。
起
債
発
行
額

も
28
年
度
は
７
億
５
千
万

円
と
最
小
限
に
と
ど
め
て

い
る
と
は
思
え
ま
せ
ん
。

今
後
ど
の
よ
う
に
取
り
戻

す
の
か
伺
い
ま
す
。

主
要
事
業
の
推

進
や
基
金
と
の
調

整
、
土
地
開
発
公
社
経
営

健
全
化
へ
の
対
応
な
ど
も

あ
り
、
し
ば
ら
く
は
財
源

を
確
保
す
る
た
め
地
方
債

に
依
存
し
、
企
業
誘
致
や

町
有
財
産
の
有
効
活
用
な

ど
に
よ
り
財
源
確
保
に
取

り
組
み
ま
す
。

質
問

回
答

質
問

回
答

質
問

Q U E S T I O N
回
答

A N S W E R

職
員
削
減
と

　
　

公
債
費
の
見
通
し
は
？

各
種
施
設
の
運
営
方
法
を

検
討
し
職
員
削
減
を
図
っ

て
い
き
ま
す

安
やす

井
い

　忠
まこと

運営方法等を検討しています（安八温泉）

ここが聞きたい

回
答

A N S W E R

企
業
誘
致
や
町
有
財
産
の

有
効
活
用
に
よ
り
財
源
確

保
に
取
り
組
み
ま
す

［
参
事
］

［
参
事
］

［
参
事
］

  

行
財
政
改
革
プ
ラ

ン
に
つ
い
て
、「
課

長
級
を
中
心
に
検
討
す

る
」
と
の
答
弁
で
し
た
が
、

外
部
の
有
識
者
を
含
め
た

検
討
委
員
会
の
設
置
の
考

え
を
伺
い
ま
す
。

　
　

施
設
の
統
合
や
運

営
方
法
を
内
部
で

検
討
中
で
す
。
組
織
を
大

き
く
見
直
す
に
は
、
第
三

者
的
立
場
、
専
門
的
な
立

場
の
ご
意
見
が
必
要
に
な

る
と
考
え
ま
す
。

質
問

回
答

質
問

Q U E S T I O N
回
答

A N S W E R

行
財
政
改
革
推
進
プ
ラ
ン
の

見
通
し
は
？

施
設
の
統
合
や
運
営
方
法

を
検
討
し
て
い
ま
す

　

＜地方債の状況＞

A N P A C H I

町 政 を  問 う
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